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調査を円滑に乗り切るために！
税務調査の基礎知識と具体的な対応
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はじめに
　
)

リーマンショック以後、わが国では長期間に渡って厳しい経済状況が続いています。国税庁の調査によると、平成20年度からの４年間、黒字企業の割合は全体の３割を下回っており、同22年度には過去最低を記録しました。このように企業の活力が失われている現状では、必然的に国の法人税収が低いラインで停滞しています。

■黒字申告割合の状況
	 (
項目
)
	22
	23

	
	件数等
	件数等

	申告件数
	千　件
	2,762
	2,763

	黒字申告割合
	％
	25.2
	25.9
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■黒字申告割合の推移
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このように税収が振るわない状況だからこそ、国税当局が行う税務調査には非常に力が入っています。また、税務調査は黒字企業を中心として実施されるものですから、黒字企業が少なくなっている今、これらの企業においては必然的に税務調査の頻度が高くなっていることが想定されるのです。この章では、最近の法人税調査の実施状況、そこから見えてくる国税当局の“調査に対する姿勢”などを整理して解説します。
 (
法人税の申告状況および税務調査の実施状況
　
) (
2
)
　
　平成23年度（同22年７月～同23年６月）に法人税の申告を行った企業（黒字申告企業）は276万３千件で、赤字法人の割合が過去最高に達した同22年度と同水準で推移しています。
また、申告所得金額および申告税額の合計額も前年度と変わらない水準であることから、企業の経営環境は依然として厳しい状況にあると言えるでしょう。

 (
年度
)■平成２３事務年度における法人税の申告状況（国税庁発表）
	 (
項目
)
	22
	23

	
	件数等
	件数等
	増減
	前年対比

	申告件数
	千件
	2,762
	2,763
	１
	100.0

	申告所得金額
	億円
	361,836
	372,883
	11,047
	103.1

	申告税額
	億円
	93,856
	95,352
	1,496
	101.6



一方、同23年度における税務調査（＝実地調査）の実施件数はおよそ12万９千件でした。申告件数と同じく、前年度とほぼ同水準で推移していることが分かります。

■平成２３事務年度における実地調査件数（国税庁発表） (
年度
)
	 (
項目
)
	22
	23
	

	
	
	
	前年対比

	実地調査件数
	千件
	125
	129
	103.1

	非違があった件数
	千件
	90
	92
	101.8

	申告漏れ所得金額
	億円
	12,557
	11,749
	93.6

	不正所得金額
	億円
	3,475
	3,052
	87.8

	調査による追徴税額
	億円
	2,520
	2,175
	86.3



　申告件数や調査件数を照らし合わせてみると、申告をした法人およそ20社に１社の割合で実地調査が行われていることが分かります。これはつまり、「20年に１度の頻度で税務調査がやってくる」とも言い換えることができます。
　しかし実際のところ、経営者の方の中にはこの数字に違和感を覚える人もいるのではないでしょうか。「うちの会社には７～８年に１回は調査が入る」という企業もあれば、「そういえば、ここ10年間は税務調査が来ていないな」といった企業もあると思います。
　国税当局は、適正な税務行政を執り行うために、不正な申告や何らかの間違いがあった申告について調査します。一方で、税金で運営される組織であるため、すべての会社が行った税務申告を１件ずつ確認することは、組織全体の規模、税の使い道といった観点からも合理的ではありません。ですから、「申告に間違いがありそうな企業＝税金の上積みが見込めそうな企業」をシステマチックに選定し、それらに対して重点的な調査を行っているのです。

 (
3
)
 (
国税当局の情報収集
　
)

　国税当局では、税金の上積みが見込めそうな企業を効率的に選定するため、また、悪質な課税逃れを未然に防止するため、年間3億枚とも言われる取引資料を収集しています。
「源泉徴収票」や「報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書」、「株式等の譲渡の対価等の支払調書」など50種類を超える法定調書のほか、100万円を超える海外送金があった場合に金融機関が当局へ提出する「国外送金調書」など、あらゆる取引に関する資料情報が蓄積され、税務調査のシーンで活用されているのです。
 (
法定調書（全５７種類）
国外送金等調書：提出枚数は約３４０万枚
実地調査で入手した資料
　⇒現金取引、裏取引、偽装取引が疑われるものを積極的に収集している。
)
　これらの資料情報は、国税当局の「ＫＳＫシステム（国税総合管理システム）」と呼ばれるシステム上で一元管理されており、納税者の住所や氏名（名称）等により名寄せすることで閲覧できるようになっています。
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　前章では、税務調査の現状と調査に臨む税務当局の考え方などについて確認してきました。では、税務調査の対象となる「税金の上積みが見込めそうな会社」とはどのような企業を指し、実際に調査の対象となる企業はどのようにして選定されているのでしょうか。

（１）黒字の会社
税務調査は、基本的には黒字企業をベースとして行われるものです。しかしながら現在、黒字会社は全体の３割以下と低い水準にあり、そのため赤字会社への調査も増加していると言われています。特に、黒字と赤字ぎりぎりの会社で、何らかの不正や間違いが見込まれる会社には税務調査が入ることが十分に想定されます。

（２）業績好調な会社
「好況業種」は常に税務調査のターゲットです。中でも、「売り上げの上昇に比べて所得が低調」な会社は調査対象を選定する上での常識とされています。

（３）数値分析の結果、異常な数値が感じられる会社
利益率や人件費率等の変動に着目して、不自然な数値が表れている会社は重点的な調査ターゲットとなります。また、特定科目に大きな金額のある企業も同様です。

■“異常な数値”が感じられる会社の具体例

 (
売
上が急増したのに利益が低調な会社
雑収入、雑損失、特別損益が多額で
ある会社
個人借入金、仮受金等が増加した会社
仕入れ、買掛金が増加した会社
棚卸資産が増加していない会社
修繕費が多額である会社
外注費等の経費が突出している会社
使途秘匿金がある会社
交際費等が多額または変動が大きい
)
（４）過去の調査で不正計算・帳簿の記載不備があった会社
会社が過去に行った税務申告や納税に関しては、当局内で情報が蓄積されています。こうした情報を「税歴」などと言う場合もありますが、過去に不正を働くなどして税歴の“汚れた”会社には頻繁に税務調査が実施されます。

（５）不正発見割合の高い業種に該当する会社
不正発見割合の高い業種に該当する会社は、必然的に調査の対象となりやすくなります。平成23事務年度において不正発見割合の高かった業種は下図の通りです。

■不正発見割合の高い業種（左）と脱漏所得金額の大きい業種（右）












（６）その他
その他にも、設立されてから１度も税務調査が行われていない会社や長期間に渡って税務調査が行われていない会社、脱税に関するタレコミ情報などがある企業は調査選定の上位にランクインし易いようです。

 (
2
) (
税務調査の流れ
と実地調査スケジュール
　
)

（１）税務調査の流れ
先述のように、税務調査のターゲットは蓄積された資料情報などを基に、システマチックに選定されています。当局内部で対象企業の選定が終わると、次はいよいよ実地調査が行われることになります。
　実地調査が行われる場合、まず会社や顧問税理士などに対して事前に電話などで通知されます。このとき、調査で確認される資料などが提示されますので、これらの書類を当日までに揃えておかなければなりません。なお、事前通知を行うことで企業が不正を行うと税務署が判断した場合、事前通知なしに調査が実施されることもあります。

 (
調査を開始する日時、場所
調査の目的
調査の対象となる税目
調査の対象となる期間
調査の対象となる帳簿書類その他の物件
)■事前通知される内容





実地調査はおおむね２日間に渡って行われます。調査初日の午前中に経営者や経理担当者に対する聴き取りが行われ、午後から帳簿などの書類確認が行われます。
























（２）税務調査でよく確認される項目
　実地調査では、経営者や経理担当者に対して様々な質問が行われます。これら対する受け答えが調査のその後を決定しますので、調査官の質問の意図をしっかりと理解して回答しなければなりません。顧問税理士と予行演習しておくことで、調査がスムーズに進行するでしょう。

■税務調査官の質問項目と目的
 (
職業は何ですか？（仕事内容）
仕事内容以外の収入はないか。
経緯（いつから事業を始めた？職歴や事業を開始したきっかけ）
収入がなかった時期を探し、その時期の収入源を見つけることで、現在の事業以外の収入源がないか確認する。
開業年月日（事務所の異動時期、理由、自宅の状況）
他の事業所の売上はないか。
自己所有の事務所であれば、その売買取引が経理に反映されているか。
従業員数
架空人件費はないか。
家族給与に実態は有るか。
家族構成（年齢、出身、同居しているか、生計はどうなっているか）
専従者給与に該当しないか。
家族給与に実態が有るか
。
支払家賃（自宅、事務所）
経営者の生活費の算出（＝役員報酬以外の収入がないか）
。
ローン残高
経営者の生活費の算出（＝役員報酬以外の収入がないか）
。
主な取引先
売上、仕入の計上漏れがないか。
請求の締め（取引頻度など）
・経理処理が発生主義になっているか
。
決済手段は何ですか？（現金、手形、小切手、その他）
現金支払決済の場合には、架空の可能性がないか。
相殺取引を純資産計上し、消費税の課税売上高が過小になっていないか。
取引銀行は？
売上の計上漏れはないか。
積立金等の有無の確認
。
借り入れの有無（個人、法人）
生活実態を把握するため。
記帳状況（帳簿の作成者は誰か、会計ソフトは何か？）
入力した証憑類を誰に確認するのか？
会計ソフトに伝票番号はあるか？
)



























 (
経費の領収書の保管について
領収書のないものについて、実態は有るか？
仕入税額控除の確認（否認は出来ないか？）
。
役員の賃金、職務内容
架空人件費はないか？
役員の過大報酬はないか？
本人確認
（免許証など）
・本人ではない誰かが税務調査に立ち会っていないか？
)







（３）税務調査の最盛期とは？
　税務調査の最盛期は、８月のお盆明けから11月下旬までです。
　国税当局の新年度は７月に始まり、定期異動日は毎年７月10日となっています。そのため、お盆明けまでは業務の引き継ぎなどに追われ、本格的な調査は行われません。
また、７月下旬～８月上旬にかけて各税務署内で幹部会議が行われており、「重点的に調査すべき業種」や「目安となる調査件数」などが指示されます。この会議で決まった方針をもとに、お盆明けから調査が本格化していくのです。

 (
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一般的な税務調査は、国税通則法に規定された調査官の質問検査権（※次ページ参照）により行われる「任意調査」と呼ばれるものです。任意とはいうものの、調査を拒むことに対しては罰則があるため、事実上は特に理由もなく拒むことはできません。
任意調査とは別に、国税犯則取締法の規定による令状（臨検、捜索、差押許可状）に基づき行われる「強制調査」があります。これは、いわゆる脱税の調査で、国税査察官、俗に言う「マルサ」が担当しています。

■税務調査と査察調査の違い
	
	税務調査
	査察調査

	根拠法律
	法人税法など各税法
	国税犯則取締法

	調査の目的
	所得金額の確認
	刑事罰の追及

	調査する職員
	国税局及び税務署の調査官
	国税局の査察官

	調査方法
	任意調査
	強制調査・任意調査

	令状
	裁判官への請求不可
	裁判官への請求が可能

	差押え
	不可
	令状があれば可能



査察調査は一般企業にとって関係性の薄いものですから、ここでは、一般的な税務調査（＝任意調査）に着目し、その具体的な手法を取り上げます。

■税務調査の手法
	帳簿調査
	企業の本社や支社、工場、営業所などに直接臨場し、申告の基礎となった帳簿書類等を確認する調査です。責任者や実務担当者等に対する質問も行われます。

	反面調査
	納税者の申告内容を確認するために行われる、取引先などに対する裏付け調査です。この反面調査のうち、金融取引の確認のため、金融機関に対して行われる調査を「銀行調査」と呼びます。

	無予告調査
	納税者に対して予告をせず、抜打ちで行われる調査です。主に飲食店などの現金売買業種や、不正が想定される場合などに用いられます。

	現況調査
	証拠収集のために、抜き打ち的に社内等の資料を把握する調査です。

	連携調査
	関連する複数の調査対象を、それぞれの所轄部署の担当者が互いに連携をとりながら同時期に行う調査です。




※参考：税務調査官の質問検査権
 (
質問検査権
とは、国税通則法に規定された国税に関する質問・検査を行う権利のことです。調査にやってくる税務調査官には、この「質問検査権」が必ず与えられています。
しかし、必ずしも全ての税目について質問検査権を
有して
いるわけではなく、調査官が「どの税目に関する質問検査権を持っているか」は調査１件ごとに異なります。そのため、税務調査開始時には、必ず調査官の身分証明書（検査章）を確認し、その調査官がどの税目について質問検査権を持っているのか確認すべきです。
法人税に関する質問検査権を持つ調査官が、一見すると法人税の調査に関係なさそうなこと、例えば社長のプライベートな部分などを確認しようとした場合、その確認行為が「法
人税の調査」に必用である根拠を示すよう要求することができます。
また、調査に必用のない質問検査権の行使は断ることができます。
)
















 (
税
務調査で確認
される資料
4
)
　
実地調査では、申告書に記載された内容の確認のため、多くの書類が精査されます。実地調査当日までに準備すべき資料については、税務署からの事前通知で指示されることがほとんどですが、もしも書類に“抜け”や何らかの不備があると慌てて準備しなければなりません。ですから、日頃から税務調査のことを意識し、正確な書類の整備に努めることが非常に重要です。
ここでは、税務調査時に調査官から準備を依頼される資料を紹介します。

（１）調査当日までに準備を依頼されることが多い資料
 (
会社案内・パンフレット
会社組織図、関係会社との資本関係図
職員配席図、部署配席図
取扱品目の説明資料
経理規定、決済委任規定、事務分掌規程など、規定に関する書類
経理システムおよび各業務システムの概要図
帳簿（総勘定元帳、補助元帳）電子帳簿の場合には、検索可能な状態の電子データ
証憑類（請求書控、納品書控）
決算調整資料及び申告調整資料
給与台帳、一人別源泉徴収簿
)









（２）調査初期に要請されることが多い資料
 (
稟議書
取締役会等の議事録
契約書、覚書綴り
海外送金関係資料
関係会社との出向契約書
関係会社等への出張報告書
棚卸原票
給与台帳、一人別源泉徴収簿
)







（３）調査の展開によって要求される可能性がある資料
 (
特定の取引に係る担当者控え
メール文書及びファックス等の記録
)




 (
修正申告と更正・決定処分
5
)

　税務調査の結果、既に納めた税額が少なかった場合には、差額分の税金を納付することになります。そのための手続きには「修正申告」と「更正処分」の2つがあります。

■修正申告と更正処分
　修正申告とは、納税者が自主的に税額の誤りを修正する手続きです。一方の更正処分とは、税額の誤りを正しく修正するため、税務署が行う処分です。
　修正申告は、納税者自身が間違いを認めて自主的に行うものですから、提出した後で取り下げたり、異議申立てをすることができません。他方、更正処分は税務署が一方的に行う処分ですので、納税者が納得いかない場合、不服を主張することができます。
　調査終了後、税務調査官は一般に修正申告を勧めてくることが多いようです。なぜなら、更正処分を実施するためには、更正する理由を「更正通知書」に記載しなければならず、それなりの手間がかかってしまうためです。
　また、更正処分を下すと、その処分に不服を持った納税者から異議申し立てを受ける可能性があることも、修正申告を勧めてくる大きな理由の一つです。納税者が異議申立てを行うと、税務署として、処分の内容が正しいことを立証する必要があるのです。
これらのことから、納税者として税務署の主張に納得がいかない場合は修正申告に応じず、更正処分をするよう要求するべきだと考えられています。そうしなければ、納得いかない点を主張する場が一切なくなってしまうためです。
　また調査官は、誤りを指摘したすべての事項に対して修正申告を勧めてくるという訳ではなく、納得がいかない部分についてまで修正するようには言ってきません。一方で、修正申告に応じず更正処分を受ける場合には、指摘事項の全てに対して処分される危険もあり、そうなると必然的に納税額が大きくなってしまいます。ですから、「まあしょうがないか」という部分については修正申告に応じることも、調査を円滑に終了するための選択肢であると言えます。









 (
相続税調査の概要と実地調査の流れ
3
)


　税務調査と聞くと「企業に対する調査＝法人税調査」を連想しがちですが、調査は必ずしも企業に対してのみ実施されているわけではなく、相続税についても実施されています。
　この章では、最近の相続税調査の実施状況や傾向、調査の内容などについて解説します。

 (
相続税調査の実施状況
) (
1
)

　国税庁の発表によると、平成23年度に実施された相続税の実地調査は13787件で、このうち、申告漏れなど何らかの間違いを指摘された件数は11159件となっています。被相続人（＝故人）が残した相続財産を漏れなく把握することはそれだけ難しく、また、相続税調査が非常に厳しいものであることを表した数字と言えます。

	
	平成22年度
	平成23年度
	対前年度比

	①
	実地調査件数
	13,668件
	13,787件
	100.9％

	②
	申告漏れ等の非違件数
	11,276件
	11,159件
	99.0％

	③
	非違割合（②／①）
	82.5％
	80.9％
	▲1.6ポイント



 (
相続税調査の目的とは？
2
)

　相続税調査が行われる目的とは、ひとことで表すと「申告外財産の把握」です。
 (
過少申告加算税10％
重加算税（35％）対象
相続財産の単純な漏れ。相続人の名義になっているが、実質的には故人の物であるような財産。名義預金等。
意図的に申告から除外した財産。
申告外財産の把握
申告漏れ財産
隠ぺい財産
)被相続人の相続財産を漏れなく補足し、それを提出された相続税の申告書と突き合わせることにより、申告から漏れてしまっている財産や、申告時に意図的に除外された財産を突き止めるのです。
	









　平成23年度の相続税調査では3993億円の申告漏れ財産が捕捉されました。調査1件当たりに換算すると、実に2896万円にも上ります。また、調査1件当たりの追徴税額は549万円でした。これは、少し大げさな言い方をすれば、相続税調査が来ると「549万円の出費は覚悟しなければならない」という事になります。

	
	平成22事務年度
	平成23事務年度
	対前事務年度比

	①
	実地調査1件当たりの申告漏れ課税価格
	2922万円
	2896万円
	99.1％

	②
	実地調査1件当たりの追徴税額
	583万円
	549万円
	94.1％

	③
	重加算税賦課割合
	16.8％
	14.1％
	▲2.8ポイント



　相続税申告から意図的に除外した財産が調査で見つかった場合、「重加算税」が課税されます。平成23事務年度においては、調査で何らかの間違いが見つかった件数のうち14.1％に当たる1897件に重加算税が課税されました。
　国税当局では、納税者間で不公平が発生することを防止するため、悪質な隠ぺい事案、すなわち重加算税の対象となるような事案については重点的に調査を行っています。


 (
相続税調査で問題になりやすいケース
) (
3
)

ここまでは、相続税調査が非常に厳しいものであるという事を、最近のデータをもとに解説してきました。では、実際に調査のターゲットとなりやすい相続とはどのようなものなのでしょうか。いくつか例を挙げていきます。
 (
被相続人の毎年の所得に比較して、申告された財産が少ないケース
死亡前に土地、株式等を売却しているが、その多額の売却代金が申告財産に含まれていないと考えられるケース
銀行等の照会解答から、多額の不明入出金があるケース
多額の借入金がありながら、それに見合う申告財産がないケース
財産の合計額が高額なケース
被相続人が有名人であるケース
)







　基本的には「生前に多額の収入があったはずなのに、それに見合うだけの相続財産が申告されていない」のであれば、調査で何らかの確認が行われる可能性が高くなります。
①②のように、相続人が多額の所得を得ていながら相続財産が少ないケースでは、その所得がどのように使われたのか、また、どのような財産に姿を変え、現在それがどうなっているのか確認されます。
例えば、生前に土地・建物を購入していたのであれば、土地・建物は相続財産ですから、申告していなければ「過少申告」です。一方で、「被相続人にギャンブル癖があり浪費した」のであれば、本当に財産が残っていないので申告漏れではありません。調査では、親族等へインタビューすることで被相続人の趣味嗜好などを把握し、「所得が土地建物の購入代金となったのか」、はたまた「ギャンブルに消えたのか」という事実を確認するのです。

 (
相続税の実地調査の流れ
) (
4
)

　相続税に関する実地調査は１日がかりで行われます。午前中は相続人への聞き取り調査が中心で、午後に入ると預金通帳や各種証書、権利書等の現物確認に移っていくことが多いようです。

（１）午前中：相続人への聞き取り
　まず、午前中の聞き取り調査で確認される内容と、その目的を整理していきます。

	確認される内容
	確認の目的など

	被相続人の職業
（財産の形成のされ方）
	· 収入に対して相続財産が少なくないか

	相続人の職業、所有する資産
（＝相続人が所有する財産に対して、収入の裏付けがあるか）
	· 相続人の財産が自分で取得したものか
· 相続人名義でも実質的には被相続人のものである財産が含まれていないか

	被相続人の病気、入院の状況
	· 生前、被相続人に意思能力があったか
· 誰がお金を自由にできたか

	遺言書の有無
	· 遺言書に記載されているが、申告書から漏れている財産はないか

	財産の管理状況
（管理者や保管場所など）
	· 誰がお金を自由にできたか
· 貸金庫の有無

	生活費の概算額と支払い状況
	· 収入と生活費を比較することで、残った現預金がないか推測できる

	収入の受領方法
	· 現金による受領がないか

	取引していた金融機関
（金融機関に対して事前調査を実施）
	· 被相続人、相続人、同居親族等の口座を全て照会

	確認される内容
	確認の目的など

	過去の資産譲渡の有無
	· 多額の現金収入があったか
· その現金がどのような財産に変わったか

	借入金の使途
	· 被相続人が借入によって取得した財産が、相続人の財産になっていないか




（２）午後：書類などの現物確認
　午後には、預金通帳、各種証書、権利書などの確認が行われます。申告書に記載された財産に関するものはもちろん、それ以外の財産についても何らかの資料が残っていないか入念にチェックされます。
　また、相続人も存在を知らないような財産について故人がメモ書きを残しているケースや、財産の分割方法、隠ぺいの指示などを、メモ書きを通じて行っているケースもあるため、手帳や日記などのメモ書きについても重要書類として確認されます。
　調査において主に確認される書類等は次の通りです。

	確認項目
	確認される資料

	預貯金、保険など
	· 被相続人、相続人、同居親族の預金通帳
· 証書、保険証券、印鑑

	株式
	· 株券の現物、各種通知、保護預り明細書

	土地
	· 権利書、利用状況の確認

	取引先の把握
	· 手帳、日記、香典帳

	会社の役員
	· 株主名簿、株主総会や取締役会等の議事録、元帳、源泉徴収簿など



　平成25年度税制改正では、政府が長らく検討を続けてきた相続税の大増税が実施されることになりました。相続税の増税は、調査により課される追徴税額のボリュームアップにも直結しますので、今後は相続税調査の重要性がより高まっていくことでしょう。

　相続税の調査は厳しく、遺された家族に大きな不安やプレッシャーがのしかかります。そして、相続税調査対策の最大のポイントは、とにかく相続財産を漏らさずに把握することに尽きます。そのため多くの資産をお持ちの方は、ご自分の意識がしっかりしているうちに自分の相続を見据え、財産について家族と話し合いをしておくべきです。そうすることで、家族は相続財産を正しく申告でき、相続税調査が行われる可能性も必然的に低くなるのです。
2

























[bookmark: _GoBack]調査を円滑に乗り切るために！
税務調査の基礎知識と具体的な対応　　

【著　者】株式会社　ビズアップ総研
【発　行】株式会社　ビズアップ総研　　　
 (
〒
105-7110
　東京都港区東新橋
1-5-2 
汐留シティセンタービル
10
階
TEL
：
03-3569-0968
　
FAX
：
03-6215-9218
e-mail
：
info@
bmc-net
.jp
http://www.bmc-net.jp/index.shtml
)　　　　




image2.png




image3.png




image4.png
£ E3

-3

& &

kd ES: Iz &l

18 7 > | 42,473 31.: 1

2|1 @ f#1 0 K 26,946 18.3

3|E £ | 25,857 16.3

4 K i 25,830 199

5 |8 k] S &) 25,156 208

6y — - 5 5 I 21,551 526

71% = R ¥ R 20,997 169

8l A K& — 4L H 19,492 134

9 & A 18,684 134

WIEHE-F RIS 5 18,098 197





image5.png
12:00 ~ 13:00 17:00

4B110:00R 4—F
BB RIS LI
FHhOEERER

%III
It

W5 -HEDFh. W T.EEFORTER
5lEEDETRhSN . BHFSHhTNEE
SEH. tATHERS HLREZREADE
hHEHEFZHIE, F9,

Rk =
aFE—=
(IEHRINER)

RERT &, BEICIWLCTRERE. RITRENITHOIET,
AR BERBFE-EABFFICHFUHIA. BEBRORR-
BEREDEB(LLILS=HLH_EBRTONET, TEOA
FICRELIER. BERGSEZRE. EMBBEMHELET





image1.jpeg




